流入車規制等関係資料資料３


１　自動車排ガス規制の枠組み
[image: ]法　律
○単体規制（根拠：大気汚染防止法）
全ての車種の新車に対して製造メーカーに課せられる
○車種規制（根拠：自動車NOx・PM法※）
排出基準に適合しないトラック、バス等の使用過程車は、※自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

対策地域内を使用の本拠とする登録ができない（対策地域
内では車検が通らなくなる）制度
・対策地域
全国８都府県のうち、交通が集中する主に都市部の地域
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、三重県、大阪府、兵庫県の一部）
・基本方針
国がNOX・PMの総量削減目標、施策に関する基本的事項を示す図１ 大阪府における対策地域

（目標：令和２年度までに対策地域において大気環境基準を確保）
・総量削減計画の策定
知事が基本方針の目標達成に向けて総量削減計画を策定（現在は３次計画を推進中）
条　例
○流入車規制（平成21年１月施行）
車種規制に適合しないトラック、バス等による府域の対策地域での発着に関する規制
・運行者に対する車種規制適合車の使用義務
・物品等を販売等する者に対し、車種規制適合車の使用を求める義務
・施設管理者の周知の努力義務

２　流入車規制導入の背景等
（１）流入車規制導入の背景
【法律による自動車排ガス規制の経緯】
・　S48  （国）大防法でNOx単体規制を開始、以後PM（H5～）順次強化
・　H4  （国）自動車NOx法制定、車種規制を開始
・　H5　 「大阪府自動車NOx総量削減計画」策定
・　H13  （国）自動車NOx・PM法に改定   H14.4基本方針決定（H22までに全局達成）
　　         規制対象にPMを加える　・車種規制を強化（H14.10施行）　・事業者指導を制度化
・　H15.7 「大阪府自動車NOx・PM総量削減計画」（「２次計画」）策定
　　　　　    ★H18.1（府）2次計画の中間評価（16年度：未達成局８局※大阪市内５局）
・　H19 　（国）自動車NOx・PM法中間点検、法改定(局地汚染対策を追加)
・　H22.7  (国)中環審諮問「今後の自動車排出ガス総合対策のあり方について」(答申はH24.11)
H23.1 （国）基本方針の中間評価→ H23.3基本方針決定（R2までに全域達成）
・　H25.6 「大阪府自動車NOx・PM総量削減計画」（「３次計画」）策定
　　　　　     
【２次計画の中間評価（平成18年１月、大阪府）】
○一部の自排局で大気環境基準（NO2）が未達成
・平成16年度は今里交差点、住之江交差点など計８局が未達成で、平成22年度目標に向けた早期かつ確実な達成が必要
○非適合車による排出ガス負荷が無視できない状況
・対策地域外の隣接府県においては登録車両の非適合車の比率が高く、大阪府内に流入する非適合車が増加
○今後も、大阪府内の非適合車の走行割合の増加が懸念される
・対策地域外に使用の本拠を有する事業用貨物自動車の台数の増加
・対策地域外での普通貨物車の平均使用年数の長期化

【条例改正・施行の経緯】
・ H19. 3.14   大阪府環境審議会に諮問（H19.7.18答申）、条例改正（H19.10.25公布）
・ H21.1.1～  トラック・バスの流入車規制開始（H21.10.1～特種自動車(※)の規制開始）
　　　　　　　　　　         ※いわゆる８ナンバー車で、コンクリートミキサー車ごみ収集車などがこれに該当。
・　H24.11.１　命令を受けた者の氏名等の公表規定を追加

（２）平成28年度条例改正の背景等
○大気環境の改善
・NO2は平成22年度から連続してすべての監視測定局において環境基準を達成。
・SPMは平成15年度以降、日平均値の２％除外値が環境基準値以下となっている状況で、年　平均濃度は改善傾向。
○流入車による環境負荷の改善
・対策地域外から流入する普通貨物車の非適合割合は、規制前は17％（平成19年度）であったものが、0.8％（平成26年度）まで低下し、非適合の流入車による環境負荷は確実に低減。
○総合的な自動車環境対策の推進
・平成25年６月に「大阪府自動車NOx・PM総量削減計画」（以下「第３次計画」という。）を策定し、関係機関と連携し、総合的に自動車環境対策を推進。
・これらの対策により、自動車NOX・PM排出量は着実に削減

【条例改正・施行の経緯】
・ H28.3.25　 大阪府環境審議会に諮問（H28.11答申）
事業用自動車（緑ナンバー）については大部分が適合車に改善されている
一方、自家用自動車（白ナンバー）については依然として非適合車が残存している
· H29.3.29　条例改正・施行
荷主や施設管理者等に課していた緑ナンバーに係る措置等の緩和
ステッカー貼付義務廃止


表１　流入車規制の改正前後の内容
	項　目
	対象自動車（緑・白別）
	改正前
	改正後

	対策地域

	
	○自動車NOx・PM法における対策地域
【条例第40条の14第2項】
	○変更なし


	対象自動車

	
	○貨物自動車、乗合自動車、特種自動車※１
【条例第40条の14第1項】
	○変更なし

	対象となる運行
	
	○対策地域内において発着を伴う運行
【条例第40条の15】
	○変更なし

	事業者の義務に係るもの
	対象自動車の運行を
行う者
	緑・白
	○適合車の使用義務【条例第40条の15】
	○変更なし

	
	
	
	○適合車へのステッカーの表示義務
【条例第40条の16第1項】
	○終了

	
	荷主等
	緑
	○貨物等を運送する者に対し、適合車の使用を求める義務【条例第40条の19第1項】
	○終了

	
	
	白
	○物品等を販売等する者に対し、適合車の使用を求める義務【条例第40条の19第2項】
	○変更なし

	
	
	緑・白
	○適合車の使用を確認・記録する義務
【条例第40条の19第4項】
	○終了

	
	旅行業者
	緑
	○旅客を運送する者に対し、適合車の使用を求める義務【条例第40条の19第3項】
	○終了

	
	
	緑
	○適合車の使用を確認・記録する義務
【条例第40条の19第4項】
	○終了

	
	一定規模以上の事業者
・特定運送事業者
・特定荷主等
・特定旅行業者
	緑・白
	○知事への措置の報告義務
【条例第40条の18、22】
	○終了

	
	対象自動車が多数出入りする施設※２の施設管理者
	緑・白

→改正後は白のみ
	○出入りする者に対し、適合車の使用の周知義務【条例第40条の23】
	○自家用自動車（白ナンバー）が出入りする施設の管理者のみを対象として継続し、適合車使用の周知義務を努力義務に緩和

	
	対象自動車の販売業者及び賃貸業者
	緑・白
	○購入等する者に対し、適合車使用の周知
義務【条例第40条の24】
	○変更なし緑：事業用自動車（緑ナンバー）、白：自家用自動車（白ナンバー）



※１　人の運送用に供する乗用定員11人未満のものを除く
※２　以下の施設であって、大阪府の対策地域内に存するもの
○国際戦略港湾、国際拠点港湾及び重要港湾※見え消し線は、条例改正後に対象外となった施設を示す

○空港
○鉄道の貨物駅
○一般自動車ターミナル
○中央卸売市場
○多数の対象自動車が出入りする次の施設
　・延べ面積1万m2を超えるもの又は敷地面積が３万m2を超える倉庫
　・廃棄物の最終処分場又は土砂のみを埋め立てる埋立地
　・対象自動車を50台以上駐車することができる駐車場を有する施設のうち、
①観光施設財団抵当法第二条の観光施設を定める政令本則に掲げる施設その他これに類する施設
②興行場法第一条第一項に規定する興行場
③会議場施設、展示施設又は見本市場施設
３　第３次計画の進捗状況　～大阪府における総合的な自動車環境対策～
（１）第３次計画の概要
第３次計画では、NOx・PM法の基本方針に基づき、平成27年度目標及び令和２年度目標を定めるとともに、自動車から排出される総量の削減目標量を定めている。また、目標達成に向けた主な自動車環境対策として７項目を掲げている。
①　自動車の適切な点検・整備の促進等による自動車単体規制の推進
②　車種規制の適正かつ確実な実施、流入車規制の推進
③　官民協働によるエコカーの導入促進
④　エコドライブの取組の推進
⑤　事業者に対する輸送効率の向上等の取組促進による交通需要の調整・低減
⑥　バイパスの整備、交差点改良、新交通管理システムの推進等の交通流対策
⑦　環境に配慮した自動車利用についての普及啓発・環境教育








○目標
・平成27年度までに、NO2及びSPMに係る大気環境基準をすべての監視測定局において継続的・安定的に達成する。
・令和２年度までに、対策地域全体で大気環境基準を達成する。※国において評価中

○削減目標量
表２　基準年度及び目標年度における総量、自動車からの排出量
	区　分
	平成21年度
（基準年度）
	平成27年度
（目標）
	令和２年度
（目標）

	大気中に排出される
NOx※の総量
	39,300t
	38,080t
	34,590t

	自動車からのNOx排出量
(削減目標量､削減割合)
	18,130t

	14,420t
(▲3,710t､20%）
	11,220t
(▲6,910t､38%）

	大気中に排出される
PM※の総量
	2,510t
	2,460t
	2,220t

	自動車からのPM排出量
（削減目標量､削減割合）
	910t

	720t
(▲ 190t､21%）
	670t
(▲ 240t､26%）


※NOx:窒素酸化物、PM：粒子状物質

（２）第３次計画の自動車環境対策の成果
　自動車NOx・PM法に基づき、国、大阪府、府内全市町村及び関係道路管理者により、大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会を設置している。当該協議会の構成機関が実施主体となり、第３次計画に掲げる取組を推進している。

①自動車の適切な点検・整備の促進等による自動車単体規制の推進
最新規制適合車への転換促進や使用時における排出ガス低減装置の性能維持のための点検・整備等の取組を実施している。
（主な取組）
・ディーゼル重量車の排出ガス規制（平成28年規制）が強化された。
・最新規制適合車への転換を促進するため、国はホームページで情報提供するとともに、大阪府はパンフレットによる情報提供を行った。
・排出ガス低減装置の性能維持のために、近畿運輸局は適正点検整備研修会※において、整備の重要性について講義した。
※一定台数以上のバス、トラック等を使用する自動車の使用者については、整備管理者を選任し、自動車の点検・整備等を処理させることとなっている。
・自動車排出ガス規制基準の遵守や適正な点検整備の徹底を図るため、近畿運輸局は、自動車排出ガス等街頭検査を行った。
・近畿運輸局や大阪府は、自動車NOx・PM法に基づく自動車使用管理計画書及び実績報告書の提出時等に、対象自動車を30台以上使用する特定事業者に対して、自動車の維持管理を適切に行うよう指導した。

（自動車の代替状況）
最新規制適合車への転換促進により、対策地域内を走行する普通貨物車（１ナンバー）では、新長期規制（平成17年規制）以降の割合が平成21年度（基準年度）の27％から平成30年度は73％に増加しており、自動車の代替が進んでいる（24頁、補足資料参照）。
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図２　ディーゼル重量車の規制値の推移



②車種規制の適正かつ確実な実施、流入車規制の推進
自動車NOx・PM法に基づく車種規制の適正かつ確実な実施や、条例に基づく流入車規制の推進のための取組を実施している。
（主な取組）
・国は、車種規制を適正かつ確実に実施するため、車種規制基準に適合しない自動車について、自動車検査証へ使用可能最終日等を記載し、使用者に周知・徹底した。また、車種規制基準等についてホームページ等で情報提供した。
・大阪府は、流入車規制を推進するため、車種規制適合車等の使用義務に違反している事業者に対して、使用命令と併せ事業者の名称等を報道提供やホームページにおいて公表するとともに、その内容を関係団体へ周知するなど厳格に対応している。（使用命令・公表件数延べ39者、令和元年度は0件。）

（普通貨物車の非適合率の状況）
大阪府内の観測台数に占める非適合車の割合（非適合率）は、令和元年度において0.3％まで低下して推移している。
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図３　普通貨物車の非適合率の推移（大阪府）


表３　大阪府内における非適合車の割合（普通貨物車）
	
	非適合車の割合（％）

	
	平成19年度
	平成26年度
	令和元年度

	
	全　　体
	17.3
	0.8
	0.3

	
	事業用自動車（緑ナンバー）
	14.3
	0.3
	0.1

	
	自家用自動車（白ナンバー）
	24.3
	2.1
	1.0


（出典）環境省ナンバープレート調査より大阪府作成（通過交通含む）

③官民協働によるエコカーの導入促進
「大阪エコカー普及戦略」に掲げる令和２年度までに大阪府内の自動車２台に１台をエコカーとすることを目標に、エコカーの導入に対する補助やインフラ整備促進のための支援、公用車への率先導入、エコカー展示・試乗会等による府民への啓発活動等の取組を実施している。
（主な取組）
・国は、最新規制適合のディーゼルトラックや、天然ガス（CNG）トラック・バス、ハイブリッドトラック・バス等の導入補助を実施した。
・自動車関連税制については、国や大阪府がエコカーについて優遇税制を実施した。
・国は、電気自動車（EV）用の充電設備や燃料電池自動車（FCV）用の水素ステーションの整備費用の補助を実施した。
・近畿運輸局や大阪府は、自動車NOx・PM法に基づく自動車使用管理計画書及び実績報告書の提出時等に、特定事業者に対して、エコカーへの代替を指導した。
・大阪エコカー普及サポートネット※は、市町村の環境イベントでエコカー展示・試乗会を実施した。
※大阪エコカー普及サポートネット：大阪府等の行政機関、自動車メーカー、自動車ディーラー等で構成
・大阪自動車環境対策推進会議※は、エコカーの種類及び特徴を周知するため、リーフレットやポスターを作成し、配布した。
※大阪自動車環境対策推進会議：大阪府・大阪市・堺市等の行政機関や自動車関連団体等の３３機関により構成

（エコカーの普及状況）
[image: ]令和元年度は、府内保有台数に占めるエコカーの割合は48％となり、このまま推移すれば目標を達成できる見込みである。ただし、ゼロエミッション車（ZEV）は低い水準（約0.33％）になっている。


※エコカー：
①電気自動車
②プラグインハイブリッド車
③燃料電池車
④ハイブリッド車
⑤天然ガス車、
⑥クリーンディーゼル車
⑦超低燃費車

　うち、ZEVは①～③
　　　　次世代自動車は①～⑥









図４　大阪府内のエコカー普及割合の推移

【（出典）一般財団法人自動車検査登録情報協会等のデータより大阪府作成】



④エコドライブの取組の推進
エコドライブ講習会や特定事業者への指導等により、エコドライブの実践に向けた取組を実施している。
（主な取組）
・大阪府は、市町村職員を対象としたエコドライブ講習会（実車講習を含む）を実施した。
・大阪府は、エコドライブの支援ツールとして、市町村や事業者に対してエコドライブシミュレーターや燃費計の貸し出しを行った。
・大阪自動車環境対策推進会議は、事業者にエコドライブのステッカーやリーフレットを配布した。
・近畿運輸局や大阪府は、自動車NOx・PM法に基づく自動車使用管理計画書及び実績報告書の提出時等に、特定事業者に対して、エコドライブに取り組むよう指導した。


⑤事業者に対する輸送効率の向上等の取組促進による交通需要の調整・低減
モーダルシフトの推進や公共交通機関の利便性向上等による自動車走行量を削減するための取組を実施している。
（主な取組）
・大阪外環状鉄道㈱は、公共交通機関の利便性向上のため、おおさか東線を全線開業した（H31.3 新大阪～久宝寺）。
・大阪市は、バスの利便性向上のためバスロケーションシステムを整備した。
・近畿運輸局は、エコ通勤を積極的に推進している事業所を優良事業所として認証・登録し、その取組事例を広く周知する「エコ通勤優良事業所認証制度」に取り組んだ。
・近畿運輸局は、物流総合効率化法に基づきモーダルシフトや物流拠点の集約を推進（H30　認定数：８件）。
・近畿運輸局や大阪府は、自動車NOx・PM法に基づく自動車使用管理計画書及び実績報告書の提出時等に、特定事業者に対して、公共交通機関の利用の促進に取り組むよう指導した。

（自動車走行量の推移）
平成30年度における対策地域内の年間自動車走行量は平成21年度から５％減少した。
なお、自動車走行量は経済活動等の影響を受ける。大阪府内の貨物の全流動量は平成26年度以降増加傾向であるが、その期間の自動車走行量は減少傾向となっている。
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図５　対策地域内の年間自動車走行量の推移
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図６　貨物地域流動量の推移（大阪府内）

⑥バイパスの整備、交差点改良、新交通管理システムの推進等の交通流対策
道路網の整備や高度道路交通システムの推進等による交通の分散や交通渋滞解消のための取組を実施している。
（主な取組）
・都市部の交通を分散させるため、西日本高速道路㈱や阪神高速道路㈱、大阪府等は、高速道路の整備に取り組んだ。（H30.3　新名神高速道路（高槻～神戸）開通、R2.3　阪神高速大和川線全線開通）
・市街地における交通渋滞解消のため、近畿地方整備局や大阪府等はバイパスの整備に取り組んだ。（H30：18箇所整備中）
・近畿地方整備局や大阪府は、交差点での即効性のある渋滞対策である右左折レーンの整備に取り組んだ。（H30：12箇所整備中）
・踏切による交通渋滞を解消するため、近畿運輸局や大阪府等は、連続立体交差事業に取り組んだ。（H30:7箇所整備中）
・阪神高速道路㈱は、国道43号や阪神高速3号神戸線沿道の大気環境改善のため、阪神高速５号湾岸線において、環境ロードプライシングを実施した。（国道43号・３号神戸線・５号湾岸線の３路線での５号湾岸線の分担率：H21 38.9%→H30 49.8%）

（平均旅行速度の推移）
自動車走行量の減少や渋滞解消等の取組により、平成30年度における対策地域内の全幹線道路における平均旅行速度は平成21年度から４％上昇した。
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図７　対策地域内の全幹線道路の平均旅行速度




⑦環境に配慮した自動車利用についての普及啓発・環境教育
府民や事業者を対象とした普及啓発や環境教育の取組を実施している。
（主な取組）
・近畿地方整備局、近畿運輸局、阪神高速道路㈱は、毎年２月に、道路情報板やラジオ等を活用し、阪神高速5号湾岸線への迂回を呼びかける「国道43号・阪神高速3号神戸線における大気環境改善に向けた交通需要軽減キャンペーン」を実施した。
・近畿地方整備局は、国道43号沿道の自排局でNO2濃度が高くなった場合に、ホームページ掲載やメール配信により、阪神高速５号湾岸線への迂回協力を要請した。
・大阪府は、ホームページやメールマガジンを用いて、エコカー導入補助金、セミナー、エコカー展示・試乗会など自動車環境対策に関する情報を発信した。
（H30:メルマガ登録者数1,739人、配信９回）
・大阪自動車環境対策推進会議は、事業者の取組を推進する「おおさか交通エコチャレンジ推進運動」や、エコカー普及やエコドライブ推進等の啓発活動を行った。

（３）目標の達成状況
①NO2の環境基準達成状況及び自動車NOx排出量の目標達成状況
NO2は平成22年度から10年連続で全ての監視測定局で環境基準を達成した。また、日平均値の年間98％値が0.04ppm未満の測定局数は改善傾向にあり、令和元年度は99局中91局となった。

0.06ppmを超えた測定局数(環境基準非達成局）
0.04ppmから0.06ppmのゾーン内の測定局数
(環境基準達成局）
0.04 ppm未満の測定局数（環境基準達成局）



＜0.04ppmから0.06ppmのゾーン内の測定局＞
（自排局）出来島小学校（大阪市西淀川区） 0.046ppm
（自排局）杭全町交差点（大阪市東住吉区） 0.044ppm
（自排局）住之江交差点（大阪市住之江区） 0.044ppm
（自排局）今里交差点（大阪市東成区）     0.043ppm
（一般局）南港中央公園（大阪市住之江区） 0.043ppm
（自排局）久宝寺緑地（八尾市）           0.041ppm
（自排局）中環石原（堺市東区）　　　　　 0.04 ppm
（一般局）清江小学校（大阪市住之江区）   0.04 ppm
＜0.06ppmを超える測定局＞
（自排局）住之江交差点（大阪市住之江区） 0.061ppm
（自排局）今里交差点（大阪市東成区）     0.063ppm











図８　大阪府内全局のNO2の環境基準達成状況の推移（年間98%値の分布状況）




・また、令和元年度における日平均値の年間98％値の上位5局について、平成21年度からの経年推移は改善傾向が見られた。また、令和元年度の最高値は0.046ppmと環境基準値を十分下回ったが、上位５局中４局が自排局であり、上位５局の値は府域の全局平均値と比べて高い水準で推移している（自動車排ガスの影響と考えられる）。
　・自動車からのNOx排出量については、関係機関が取り組んできた自動車環境対策の成果により、排出量は着実に減少し、平成30年度に令和２年度目標を達成した。
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図９　NO2長期評価値（年間98％値）の上位５局の推移
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NOx排出量の車種別割合
乗用系　　：軽乗用車、乗用車、バス
小型貨物系：軽貨物車、小型貨物車、貨客車
大型貨物系：普通貨物車、特種(殊)車



（注）四捨五入の関係で車種別の合計値と全車種の合計値が一致しない場合がある。

図10　対策地域内の自動車からのNOx排出量の推移



②SPMの環境基準達成状況及び自動車PM排出量の目標達成状況
SPMは平成28年度から４年連続で全ての監視測定局で環境基準を達成した。
なお、平成23年度は強い黄砂の影響により広域で、また、平成25年度及び平成27年度は光化学反応による二次生成粒子の影響により一部の測定局において日平均値が２日以上連続して環境基準値を超過することにより非達成となった。
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日平均値の年間２％除外値が0.10mg/m3を
超えた測定局数(環境基準非達成局）
上記を除く測定局で２日以上連続して日平均値が
0.10mg/m3を超えた測定局数（環境基準非達成局）

環境基準達成局数








図11　大阪府内全局のSPMの環境基準達成状況（長期的評価）の推移




・また、令和元年度における日平均値の年間２％除外値の上位５局について、平成21年度からの経年推移は改善傾向が見られた。また、令和元年度の最高値は0.047ppmと環境基準値を大きく下回り、また、上位５局の値は府域の全局平均値と同程度の水準であった（自動車排ガスの影響は小さい）。
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図12　 SPM長期評価値（年間２％除外値）の上位５局の推移




・自動車からのPM排出量については、平成26年度に令和２年度目標を達成し、さらに減少を続けている。
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PM排出量の車種別割合
乗用系　　：軽乗用車、乗用車、バス
小型貨物系：軽貨物車、小型貨物車、貨客車
大型貨物系：普通貨物車、特種(殊)車


（注）四捨五入の関係で車種別の合計値と全車種の合計値が一致しない場合がある。


図13　対策地域内の自動車からのPM排出量の推移



③ 交差点近傍等における二酸化窒素濃度の把握（簡易測定結果）
・府独自の簡易測定の調査地点については、平成24年度の濃度予測結果における高濃度予測となった交差点と「大阪の交通白書」における交通渋滞発生箇所から、最終的に22交差点を選定し、毎年２～３の交差点で測定を実施している。
・近年は、比較的濃度の高い大和田西交差点（国道43号）、弁天町交差点（国道43号）、住之江交差点（大阪臨海線）の３交差点を中心に実施しており、年平均値を府域全域の自排局のデータに基づき日平均値の年間98%値へ換算し、その推移を把握している。
なお、３交差点における令和元年度の測定結果で初めて全て環境基準値を下回った。
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図14 濃度上位３交差点における簡易測定結果（大阪府）



＜参考＞自動車を100台以上使用する事業者への取組
大阪府では「大阪府温暖化の防止等に関する条例」に基づき、特定事業者に対して温室効果ガスの排出抑制のために対策計画書(３年間)の策定と実績報告書（毎年）の提出を義務付け、平成28年４月からは評価制度を導入している。
（特定事業者の要件）
1) 府内に設置している全ての事業所のエネルギー使用量が原油換算量で合計 1,500kl/年以上である事業者等（令和元年度：727者）
2) 府内に使用の本拠を有する自動車を100 台以上使用する事業者（令和元年度：109者）

（評価の対象となる対策）
大阪府温暖化対策指針に基づき、特定事業者が取り組むべき対策として重点対策項目（41項目）が定められ、そのうち自動車環境対策に資するものとして次の４項目がある。

	
	重点対策
	基準

	1
	エコドライブの励行
	エコドライブの実践方法について文書化しており、それを用いて運転者に教育を施していること。

	2
	自動車の適正な維持管理
	点検・整備についてマニュアルを作成しており、それを用いて関係者に教育を施していること。

	3
	自動車の燃料使用量の把握
	燃料使用量及び走行距離が車両別に定期的に把握されていること。

	4
	エコカー※の導入
	自動車の更新・導入に合わせて、大阪エコカー普及戦略の対象となるエコカーを導入していること。


※エコカーとはハイブリッド車、天然ガス車、電気自動車、クリーンディーゼル車、プラグインハイブリッド車、
燃料電池車、超低燃費車の７種類を指す。

（評価の方法）
計画期間中の３年間における重点対策実施率と温室効果ガス削減率により６段階に分けて評価している。











４　流入車規制の施行状況
 (１) 大阪府内を走行する自動車の状況（普通貨物車）
・普通貨物車を対象とした調査結果では、大阪府内の観測台数に占める車種規制の非適合車の割合（非適合率）は、規制開始前の平成19年度は17％、平成26年度は0.8％、令和元年度は0.3％と着実に減少している。 
・使用の本拠を地域別に見ると、全体の７割以上が大阪府内の対策地域内に使用の本拠を置く普通貨物車であり、対策地域外から流入する車は観測台数全体の３割弱であった。
令和元年度の内訳では、近隣５府県（滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県）に使用の本拠を置く普通貨物車の観測割合は19.７％、非適合率は1.0％と比較的高かったが着実に減少傾向にある。
また、その他の地域（41都道県）に使用の本拠を置く普通貨物車の観測割合は6.7％、非適合率は0.７％であり、近隣５府県（1.0％）よりも低かった。
・自家用自動車（白ナンバー）と事業用自動車（緑ナンバー）の比較では、いずれの年度においても普通貨物車の非適合率は自家用（白ナンバー）の方が高かった。
また、令和元年度は事業用（緑ナンバー）が0.1％、自家用（白ナンバー）が1.0％となっており、両車とも非適合車は減少傾向となっている。


[image: ]表４　大阪府内を走行する自動車の非適合率の状況（普通貨物車）















（出典）環境省「自動車交通環境影響総合調査」（環境省ナンバープレート調査）をもとに作成



[image: ]H21.1　流入車規制開始










図15 自家用・事業用別の非適合率の推移（普通貨物車）

【（出典）環境省ナンバープレート調査より作成】


（貨物車の平均使用年数の状況）
・貨物車の平均使用年数は年々長期化の傾向にあり、令和２年３月末では普通貨物車は17.7年、小型貨物車は14.2年となっている。
・車種規制の最も古い規制適合車は、3.5t超の普通貨物車では平成10年規制適合車（経過年数約22年）、3.5t未満の小型貨物車では平成17年規制適合車（経過年数約15年）となっており、令和元年度以降においては貨物車の非適合車は平均使用年数を超える車両となる。
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図16 貨物車の平均使用年数の推移（全国）


【（出典）一般財団法人自動車検査登録情報協会等のデータより作成】



表５　貨物車及び乗合車の最も古い規制適合車
	車両総重量
	ディーゼル車
	ガソリン・LPG車

	1.7t以下
	平成17年規制適合車
（約15年前）
	昭和63年規制適合車
（約32年前）

	1.7t超2.5t以下
	平成17年規制適合車
（同上）
	平成6年規制適合車
（約26年前）

	2.5t超3.5t以下
	平成17年規制適合車
（同上）
	平成7年規制適合車
（約25年前）

	3.5t超
	平成10年規制適合車
（約22年前）
	平成7年規制適合車
（約25年前）




(２) 対策地域外に使用の本拠を置く自動車の登録状況
（８都府県の登録車両の適合状況）
・大阪府の対策地域外の適合率は71.6％であり、他の７都県も70％前後となっており、対策地域外の登録車両の適合率は依然として低い水準となっている。

表６　対策地域内外における登録車両の車種別適合率（平成30年度）
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　　　　　　　（出典）環境省「自動車NOX・PM総量削減対策環境改善効果等調査検討業務報告書」より作成

・また、適合率の経年推移では、対策地域外の適合率は増加傾向となっている。

[image: ][image: ]対策地域内
対策地域外










[bookmark: _GoBack]図17 ８都府県の登録車両の適合率の推移


【（出典）環境省ナンバープレート調査より作成】


（対策地域外の走行車両に占める非適合車の割合）
・大阪府内の対策地域を走行する普通貨物車のうち、対策地域外の非適合車の割合は1.6％である。
・また、自動車NOx・PM法対象の８都府県のうち、条例等により独自の流入車対策を実施していない三重県においては対策地域外の非適合車の割合は8.4％であり、大阪府の割合と比べて高い値となっている。

（対策地域外の登録車両に占める非適合車の割合）
・全国（４７都道府県）の対策地域外の登録車両に占める非適合車の割合の平均値は29％と依然として高い水準であり、８都府県における対策地域外の非適合車の割合と同水準となっている。

表７　走行車両及び登録車両の非適合率（普通貨物車）※走行車両のうち対策地域内に使用の本拠を置く非適合車は０台とした。
（出典）環境省ナンバープレート調査より作成

	使用の本拠
	走行車両（令和元年度）
	登録車両
（平成30年度）
非適合車の割合

	
	大阪府内
観測台数中の非適合車の割合
	三重県内
観測台数中の非適合車の割合
	

	全地域（対策地域内を含む）
	96台
	0.3%
	209台
	3.2%
	22%

	
	対策地域外（全国）
	96台
	1.6%
	209台
	8.4%
	29%

	
	
	滋賀県
	4台
	0.8%
	5台　　　　
	3.8%
	27%

	
	
	京都府
	22台
	1.5%
	0台
	0%
	18%

	
	
	奈良県
	24台
	2.5%
	0台
	0%
	25%

	
	
	和歌山県
	5台
	0.7%
	1台
	5.9%
	26%

	
	
	大阪府（外）
	15台
	5.0%
	1台
	14.3%
	32%

	
	
	兵庫県（外）
	11台
	2.6%
	0台
	0%
	30%

	
	
	三重県（外）
	5台
	2.2%
	146台　　　
	10.5%
	29%

	
	
	愛知県（外）
	0台
	0%
	7台　　　　　
	13.2%
	35%

	
	
	岐阜県
	0台
	0%
	38台
	10.0%
	28%


（対策地域外の事業用貨物自動車の台数）
・大阪府内の対策地域外６町村における事業用貨物車の登録台数は、車種規制が開始された平成14年度以降増加していたが、平成19年度をピークに減少し、近年はゆるやかな減少又は横ばい傾向で推移している。
・一方、６町村を除く大阪府内の事業用貨物車の台数は、平成19年度は70,959台と減少傾向であったが、令和元年度には75,798台と近年増加傾向に転じている。
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図18 対策地域外（６町村）における事業用貨物車の登録台数の推移


【（出典）一般財団法人自動車検査登録情報協会等のデータより作成】


(対策地域外の非適合車による環境負荷量)
・非適合車による環境負荷量は、年々減少し、NOx負荷量については規制開始前の平成19年度は3,570トン（全排出量の17％）であったが、平成26年度は90トン（同0.68％）、平成30年度は50トン（同0.47％）と着実に減少している。
また、PM負荷量については、平成30年度は１０トン未満の水準まで減少している。
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図19 非適合車によるNOx負荷量の推移
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（注）10トン未満の数字は切り捨て

図20 非適合車によるPM負荷量の推移



(３) 条例に基づく立入検査の結果について
・流入車規制に係る立入検査は、トラックターミナルや卸売市場、観光施設の駐車場などで実施している。令和元年度までに68,465台の車両を検査し、非適合車数の累計は991台であり、検査を開始した平成20年度以降、非適合率は年々減少し、平成21年度には4.2％であったのが令和元年度には0.11％まで低下している。
・令和元年度には検査台数は7,521台と２番目に多いにも関わらず、非適合車数は８台と大幅に減少している。検査場所別に見ると、事業用自動車（緑ナンバー）が出入りする物流拠点では、非適合車はほとんど確認されていないのに対し、自家用自動車（白ナンバー）も出入りする卸売市場、展示場等では非適合車が確認されている。
・このように大幅な改善がみられる中、自家用・事業用別に非適合率を比べると、検査車両については事業用の車両が多いにも関わらず、平成29年度以降は、非適合車台数及び非適合率は自家用が事業用を上回っている状況である。

[image: ]表８　検査車両に基づく非適合率の推移









※非適合車の事業用・自家用別データについては平成27年度以降に集計を開始
・また、非適合車の車種別台数では、事業用自動車（緑ナンバー）はバスが多く、自家用自動車（白ナンバー）はトラックが多かった。


[image: ]表９　検査車両に基づく非適合車の車種別台数

































５　整理すべき論点の抽出（案）
自動車からのNOx及びPMの排出量が減少し、NO2及びSPMの環境基準については監視測定局において継続的に全局達成するとともに、非適合車による割合が大幅に低下していることから、規制導入の当初の目的は達成したと考えられる。
しかしながら、対策地域外の自動車については依然として対策地域内の自動車に比べて適合率が低いことから、次の点を踏まえ流入車規制の見直しを検討する。

1 NO2ゾーン内（年間98％値が0.04ppmから0.06ppm）の測定局のさらなる改善への影響
NO2年間98％値は長期的には濃度低減傾向にあるが、0.04ppmから0.06ppmのゾーン内の測定局が依然として残っており、さらなる濃度改善という視点に立って、引き続き広域的な自動車環境対策が求められる。
自動車からのNOx及びPMの排出量については、量的な削減効果が大きい最新規制適合車への更新等により今後とも減少していくものと考えられるが、流入車規制による削減効果が減少傾向の維持にどの程度寄与しているかを確認しておく必要がある。
また、大阪府では、2020（令和２）年度中に改定する「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」において、自動車分野については環境性能のより優れたZEV及びハイブリッド車（「電動車」という。）に重点化し、国が掲げる目標を上回ることを念頭に検討するとしている。
電動車の普及は地球温暖化対策に資するとともに大気汚染対策にも資することから、2030年度目標を達成した場合のNOx及びPMの削減効果を可能な範囲で試算し、流入車規制による削減効果と比較検討してはどうか。

2 局地汚染の改善への影響
大型車混入率の高い交差点近傍やその周辺においては、局所的に濃度が下がりにくい局地が存在し、また一般には地域全体よりも局地のほうが流入車の割合が高い。
大阪府では、数値計算による高濃度予測地点や交通渋滞発生箇所を考慮し、高濃度になりやすい交差点を選定のうえ簡易測定を実施しており、その濃度推移は概ね濃度低減傾向となっているものの、近年まで年間98％値換算値（参考値）が環境基準値を上回っている地点も認められる。
今後とも高濃度地点の濃度推移の把握に努めるとともに、局地汚染の改善に影響を及ぼす要因分析と合わせて、流入車規制による効果についても可能な範囲で検討してはどうか。　
なお、局地汚染対策は、その特性を踏まえた沿道対策も重要であるが、最新規制適合車への更新やエコカー普及等による総量削減施策は局地汚染の改善にも寄与しており、継続的に効果が持続するという視点も重要である。





＜留意事項＞国の自動車排出ガス対策に係る検討状況
令和２年８月20日に中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」第十四次答申がなされ、PM2.5対策として粒子数による規制（PN規制）を導入、ガソリン車については令和６年末までに、ディーゼル車については令和５年末までにそれぞれ適用を開始する予定である。
また、中央環境審議会の自動車排出ガス総合対策小委員会においてNOx・PM法に基づく基本方針の令和２年度目標の達成状況の評価及び基本方針の見直しについて現在検討が進められており、国の検討状況によっては次期基本方針において新たな課題（PM2.5等）や目標の設定さらには車種規制の見直しなど、新たな方針が示される場合も想定される。
今後、国の検討状況に注視するとともに、新たな方針が示された場合には、それに対する流入車規制の効果や有効性、合理性を見極めた上で議論すべきである。



























補足資料

１．自動車の代替状況
（１）単体規制
最新規制適合車への転換促進により、対策地域内を走行する普通貨物車（１ナンバー）では、新長期規制（平成17年規制）以降の割合が平成21年度（基準年度）の27％から平成30年度は73％に増加しており、自動車の代替が進んでいる。
[image: ]
























（出典）環境省「自動車交通環境影響総合調査（ナンバープレート調査）」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


大阪府対策地域内における普通貨物車の規制適合車別構成割合の推移


（２）車種規制
①８都府県（対策地域が存在する自治体）における非適合率の推移（普通貨物車）
　・令和元年度の非適合率では、大阪府が最も低く（0.3％）、三重県が最も高い（3.2％）。
　・いずれの自治体も自家用の非適合率が事業用よりも高い。
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首都圏
愛知・三重圏
大阪・兵庫圏

②大阪府内で観測された自動車の使用本拠別の非適合率及び登録状況（普通貨物車）
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２．自治体の流入車に対する取組
（１）条例等に基づく流入車規制の概要
　　首都圏、兵庫県は通過交通も対象としているが、兵庫県は規制区域等を限定し、首都圏は規制物質をPMのみとしている。



	都道府県名
	大阪府
	兵庫県
	首都圏
	愛知県

	開始年度
	平成21年1月
	平成16年10月
	平成15年10月
	平成22年8月

	根　拠
	条例
	条例
	条例
	要綱

	規制区域
	NOｘ・PM法対策地域（37市町）
	阪神東南部地域
（湾岸線等一部除外）
	４都県全域
(東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県)
	NOｘ・PM法対策地域
（47市町村）

	通過交通
	除外
	対象
	対象
	除外

	規制物質
	NOｘ・PM
	NOｘ・PM
	PMのみ
	NOｘ・PM

	規制対象車
	バス、トラック、
特種自動車
	バス（定員30名以上）、トラック（８ｔ以上）
	バス、トラック、特種自動車（いずれもディーゼル車のみ）
	バス、トラック、
特種自動車

	規制値
	自動車NOｘ・PM法と同じ
	自動車NOｘ・PM法と同じ
	長期規制並
(東京、埼玉は新短期規制並)
	自動車NOｘ・PM法と同じ

	規制対象者
	運行者、荷主等、対象自動車の販売・賃貸者
	運転者
	運行責任者
	荷主等・旅行業者等

	規制内容
	運行者：
使用義務

荷主等：
物品購入等の際の適合車の使用の求め

対象自動車の販売・賃貸者：使用の周知

施設管理者：
　使用の周知（努力義務）
	運行者
使用義務

荷主等
　受託者が使用する自動車の運行に相当程度関与すると認められるもの（荷主等）への勧告

	運行者
使用義務

荷主等
受託者が使用する自動車の運行に相当程度関与すると認められるもの（荷主等）は受託者が規定を遵守するよう、適切な措置を講じる義務
	運行者：
使用義務、
ステッカー貼付義務

荷主等・旅行業者：
適合車の使用の求め、確認・記録

特定事業者：
　知事への報告

施設管理者：
　使用の周知






※見え消し線は、条例改正後に対象外となった施設を示す
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３．流入車規制の体系の新旧（平成28年度改正前後）




















４．自動車NOx・PM法の体系及び一部改正（平成19年５月改正）の概要
（１）自動車NOx・PM法における局地汚染対策及び流入車対策
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出典：環境省「自動車排出ガス総合対策小委員会(第12回) 配付資料」




（２）NOX・PM総量削減基本方針（平成23年３月）に掲げる局地汚染対策（抜粋）(7) 局地汚染対策の推進
① 局地汚染対策の進め方
二酸化窒素濃度や浮遊粒子状物質濃度の高い地区の汚染メカニズムについて解析調査等を行うとともに、交差点の改良等及びそれらに併せた道路緑化・環境施設帯の整備、エコドライブの実施や不要不急の自動車利用の自粛等自動車排出窒素酸化物等の排出量の低減に効果のある自動車使用の協力の促進、高度道路交通システム（ＩＴＳ）の活用方法及び効果的な交通需要マネジメントの調査研究等を含む地域の実情に応じた総合的な局地汚染の緩和に資する対策を関係機関の連携の下で進めるものとする。その際、汚染の広がりや原因を十分考慮して、局所的な改善効果を求める対策に加え、同様の地域特性を持つ他の地域に対しても効果が及ぶ対策を検討するものとする。
なお、局地汚染対策の推進に当たっては、国、地方公共団体、道路管理者、交通管理者、荷主・発注者及び貨物自動車運送事業者等が連携を図り、施策目標及び事業内容を検討し、高濃度の二酸化窒素や浮遊粒子状物質が観測される時間帯、地形、沿道の状況等地域の実情に応じた効果的な施策を進めるものとする。
② 建物設置者による配慮の促進
二酸化窒素濃度や浮遊粒子状物質濃度の高い地区に集客施設等自動車の交通需要を生じさせる程度の大きい用途に供する建物を設置する者に対しては、当該建物における事業活動に伴う自動車排出窒素酸化物等の排出の抑制を図るため、別紙の第３及び第４に掲げる措置（※）を建物の用途や自動車の使用形態に応じて講ずるほか、当該建物の利用者に対するアイドリングストップや公共交通利用の呼びかけ、駐車施設内の経路案内の充実、直通バスの運行等自家用車以外の交通手段の確保等の措置を講ずるよう促すものとする。
※低公害車の導入、エコドライブの実施、共同輸配送の促進、帰り荷の確保、輸送頻度の削減、モーダルシフトの推進など
また、このような建物を現に設置している者に対しても、同様の措置を講ずるよう促すものとする。
③ 重点対策計画制度及び流入車対策に係る制度の着実な施行
都道府県知事は、特に、局地汚染対策の実施を推進することが必要であると認めるときは、対策地域内に重点対策地区を指定し、重点対策計画に基づき、対策の重点的、集中的な実施を図るものとする。その場合、国は関係者間の連携を図りつつ、これに協力するものとする。
また、重点対策地区のうち、流入車対策を講ずることが特に必要であると認められる地区として都道府県知事の申出に基づき環境大臣が指定する地区については、関係機関は特別法第36条第１項に基づく計画の作成、提出や第37条に基づく定期報告等の事業者の義務が確実に履行されるよう、事業者に対して当該義務の内容の適切な周知を図ることにより、流入車対策に係る制度の着実な施行を図るものとする。






















中間レビュー（平成29年３月）３－５ 局地汚染対策
これまでに高濃度が確認されている常時監視測定局の周辺の道路等において、当該地域の自治体、道路管理者、警察、事業者等が連携して取組を行っている事例がある。
神奈川県川崎市では、事業者、市民、関係団体及び関係行政機関で構成する「かわさき自動車環境対策推進協議会」が組織され、情報共有を図りつつ、各主体が連携した取組を検討し推進している。これに加えて、川崎市条例に基づく「エコ運搬制度」の運用、道路中央寄り走行を促す環境レーン、交通流円滑化のための信号制御、メールによる高濃度情報の提供と迂回要請、環境ロードプライシングの利用啓発、低公害車の優先走行などの各種取組が展開されている。
このほか大阪府・兵庫県においては、国や阪神高速道路（株）・兵庫県警察が毎年2 月に、阪神高速道路5 号湾岸線への迂回を呼びかける「国道43 号・阪神高速3 号神戸線における大気環境改善に向けた交通需要軽減キャンペーン」を行うとともに、国では国道43 号の二酸化窒素濃度が高くなった場合にメールやホームページで事業者に対して迂回協力を要請している。
千葉県・神奈川県・兵庫県では、高濃度となる季節に自動車利用抑制等を呼びかけるキャンペーンを行っている。対策の検討のため、環境基準値超過が確認されている測定局周辺における簡易測定等による環境濃度の把握や濃度推計、自動車発生源に係る詳細調査等を行っている地域もある。交通情報提供や信号制御により交通流円滑化を図る交通公害低減システム（EPMS）も導入されている。
各地域で実施されている対策内容は様々であるが、対策地域全体において取り組まれている、新しい排出ガス規制適合車への更新や次世代自動車の普及による排出係数低減の効果が、局地汚染の改善に対しても、量的な排出削減効果としては大きく寄与していると考えられる。














５．大阪府が実施している簡易測定について
・交差点近傍におけるNO2濃度を把握するため、22交差点で実施（平成24年度～令和元年度）
・選定根拠：数値計算手法による令和2年度濃度予測結果、交通渋滞発生箇所
◆国道25号、26号、大阪中央環状線、大阪臨海線
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[image: ]◆国道43号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆大阪中央環状線、大阪高槻京都線
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◆国道1号、308号
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６．エコカーの普及状況等について
（１）エコカーの対象車種及び普及状況
・令和元年度は府内保有台数に占めるエコカーの割合は48％、電動車は15％、ZEVは0.33％
大阪府内　エコカー種類別保有台数（台）
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大阪府内　燃料供給施設等の整備状況

[image: ]






（２）CO2排出量の車種別割合（平成30年度）
・乗用系の割合が約50％となっており、マイカーなど裾野の広い対策が必要
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NOx排出量
CO２排出量

７．PM2.5に関する対策について
（１）PM2.5に関する大気環境
①大阪府における環境基準達成状況
[image: ]　　令和元年度の非達成局は1局（自排局：北粉浜小学校（大阪市住之江区））であり、年平均値は減少傾向にある。
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②平成30年度における地域・季節別の発生源寄与割合（全国、６地域別）
寄与が大きい因子として、「重油燃焼」、「石炭燃焼」、「バックグラウンド」（大気中にバックグラウンドとして存在する長寿命粒子）などが挙げられる。「重油燃焼」の寄与は春・夏季に大きくなる傾向、「石炭燃焼」の寄与は西の地域で冬季に高くなる傾向がみられ越境汚染の影響であると考えられる。
なお、「自動車」の寄与は二次粒子も含め全国的に大きくはないが、発生源が生活環境に近い点で注意を要する。
[image: ]







出典：微小粒子状物質等専門委員会（第12回）配布資料（令和２年６月26日）

（２）「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について(第十四次答申)」の概要
（環境省報道発表資料）
（令和２年８月20日中央環境審議会答申）
①微小粒子状物質等に関する対策について
従来の粒子状物質の質量による規制に加え、粒子数による規制（PN規制）を導入しガソリン車については令和６年（2024年）末までに、ディーゼル車については令和５年（2023年）末までにそれぞれ適用を開始する。

②特殊自動車の排出ガス低減対策について
定格出力19kW以上560kW未満のガソリン・LPG特殊自動車について、LSI-NRTC（過渡試験サイクル）及び７M-RMC（定常試験サイクル）を導入するとともに、許容限度目標値の強化を行い、令和６年（2024年）末までに適用を開始する。
また、上記に合わせブローバイガスの大気開放の禁止を導入する。

③乗用車等における排出ガス試験方法の国際調和等について
国連において策定中のWLTPに関するUN Regulationに規定される、出力の小さい車両（Class1、Class2）に適用する試験サイクルを導入することとし、我が国における当該Regulationの採択に合わせて適用を開始する。

④今後の検討課題について
PN計測法の検出範囲の下限を引き下げるための試験法の改定、ブレーキの摩耗に伴い発生する粉塵の量を適切に評価するための試験法の策定及び特殊自動車の微小粒子状物質規制の強化等について検討する。

（第十次答申以降の概要）
	第十次答申
（平成22年7月）
	・ ディーゼル重量車の排出ガス規制の強化（H28規制）※PM対策
・ E10対応ガソリン車の排出ガス低減対策及びE10の燃料規格の検討

	第十一次答申
（平成24年8月）

	・ 二輪車の排ガス低減対策強化
・ ディーゼル重量車の排出ガス低減対策　NOX後処理装置の耐久性走行試験法の検討
実走行等でのディフィートストラテジーの防止
・ ディーゼル特殊自動車の排出ガス低減対策　ブローバイガスの大気開放を原則禁止

	第十二次答申
（平成27年2月）
	・ 国際調和等を踏まえた乗用車等における排出ガス試験方法等の設定
・ 国際調和を踏まえたディーゼル車におけるブローバイガス対策の一部見直し
・ 二輪車の排出ガス低減対策、微小粒子状物質等に関する対策及び燃料蒸発ガス低減対策の検討

	第十三次答申
（平成29年5月）
	・ 大気環境保全及び国際基準調和を目的として、HCやNOx等の規制値の強化、耐久走行距離の延長、高度な車載式故障診断システムの導入
・ ストイキ直噴車に対し、ディーゼル車等と同等のPM規制挿入
・ 給油時の燃料蒸発ガス対策として、燃料小売業界の自主的取組により、給油所側における対策の導入促進及び駐車時の燃料蒸発ガス対策として、駐車試験日数を延長する等の規制強化
・ PM排出量の低減に向けて、ディーゼル車及びガソリン直噴車に対するさらなるPM粒子数（PN）規制の導入及びブレーキ粉塵の量の適切な測定方法の検討　※PM2.5対策



（３）PM2.5発生源別排出量

[image: ]











[image: ]


出典：環境省「大気・騒音振動部会(第14回) 配付資料」


（４）国の審議結果
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８．事業者に対する取組について
（１）大阪府温暖化防止条例に基づく評価制度について
●評価制度のスキーム府温暖化対策指針
に基づき、対策
対策計画書
実績報告書
事業者
温室効果ガス削減量の評価
削減率割合で分類
対策の実施に関する評価
府が新たに指定する重点
対策等の実施率で分類
AAA
AA
A+
B
C
大阪府による評価
評価
公表
評価結果の通知
A










●評価方法
【重点対策の実施率による評価】
該当対策数に対する実施率に対する評価

	評価
	(ⅰ)№１～41の重点対策実施率
	(ⅱ)削減率
（３年間）
	(ⅲ)平準化補正後の削減率
（３年間）
	評価の考え方
	表
彰
	公
表
	通
知

	AAA
	95％以上
	６％以上
	３％以上
	(ⅰ)95％以上、(ⅱ)６％以上、（ⅲ）３％以上
	○
	○
	○

	AA
	90％以上
	３％以上
	
	評価AAA以外で、(ⅰ)90％以上、（ⅱ）（ⅲ）３％以上
	
	○
	○

	A+
	80％以上
	３％以上
	
	評価AAA、AA以外で、（ⅰ）80％以上、（ⅱ）（ⅲ）３％以上
	
	○
	○

	A
	
	３％未満
	－
	評価AAA、AA、A+以外で、（ⅰ）80％以上、（ⅱ）３％未満
	
	
	○

	B
	60％以上
80％未満
	－
	－
	(ⅰ)60％以上80％未満
	
	
	○

	C
	60％未満
	
	
	(ⅰ)60％未満、もしくは評価重点対策№１～４の実施率100％未満
	
	
	○


●施行状況（令和元年度）
	
	特定事業者数
	計画期間の最終年度であった者
	A評価を受けた者

	全特定事業者
	836者
	175者
	108者（うちAAAは７者）

	自動車100台以上使用する者
	109者
	３者
	２者（うちAAAは１者）



18

image3.png
20%

15%

wo10%

4o

el

45y
0%

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
=R 7% 11%2.3%1.7%1.5%1.1%0.8%0.8%0. 7%0. 6%0. 4%0. 4%0. 3%




image4.emf
30

35

40

44.5 

48.2 

5.1 

9.0 

12.2 

16.0 

20.2 

24.0 

27.6 

31.3 

34.9 

38.3 

41.2 

0.01 

0.02 

0.04 

0.07 

0.10 

0.13  0.15  0.18  0.26 

0.30 

0.33 

1.6 

2.4 

3.4 

4.8 

6.5 

8.1 

9.8 

11.6 

13.3 

15.2 

16.9 

0

10

20

30

40

50

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

普及割合（％）

目標

50％

軽自動車を含めた場合

次世代自動車

ZEV

エコカー全体

エコカー普及戦略策定


image5.png
(@RE+0) OFRER

35,000 %\id:gi
30,000 -2862027,950 27,650 27,800 27,660 27,420 27,460 27,590 27,390 27,089 27,750 27,560
25,000
20090 40,390 18,830 15,620 18,850 18,74 18,570 18,620 18,51 18,370 1,194 18,730 18,64
15,000
10,000

5,000 32! ,28 ,280

. =

25 26 27 28 29 30 27 R2
(COME)]





image6.png
Fr) LSUEEE(E BB, nEE) TR

—— PSR

400,000
376,19%71,986 e[S ST

350,000

02,140 0,086 =[S
306,813

301,062
250,000 301,597

200000 64,3775 374
150,000 - q o

100,000 - Y b8 608
87,41 8,
50,000 101,18807,467, 95,887 98,93
0

Fp21 2 23 24 25 26 27 28 29 30EE




image7.png




image8.png
50

40

30

(km/h)

40.4 41.0 41.1 41.2 41.2 39.9 40.0 40.2 39.9

41.4

38.4 389 it

3

) &
= Ram




image9.png
(HEBIERE)

120
101 101 102 100 102 102 102 101 102 101 og
100 2 18] [6 12| s
80 a1 32| |28
60 57 50| |51
60
89| |91
40 70| |74 83 76
61 51
20 39| (44 50
0

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 T
i £




image10.png
(HEBIERE)

120
101 101 102 100 102 102 102 101 102 101 og
100 2 18] [6 12| s
80 a1 32| |28
60 57 50| |51
60
89| |91
40 70| |74 83 76
61 51
20 39| (44 50
0

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 T
i £




image11.png
¢
0.070

0.065
0.055
0.050
0.045
0.040
0.035

0.030

ppm)

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

RRRE(E

-~ REFR B

—=EIRER EHR)
—-SEREC BB
=-TEPRAR (—E)

90320031 «-2BFH




image12.png
20,000
18,000
16,000
14,000
12,000
10,000
8,000
6,000
4,000
2,000

(ton) OEAT
18,130 47,680 O/ RUEYR
w REEYR
IB.40q |3 73 15500
4390 14 000 14,420
12,280 12550713 999 s
biod 220 fyod 10530 1 61d - '890
5 b
ha3d [L280 |i53d 129
174
9
T2 22 23 24 25 26 27 28 29 30 27 il

E® E®




image13.emf
貨物系

80%

乗用系

20%

普通貨物車

53%

特種

(

殊

)

車

16%

小型貨物車

5%

軽貨物車

3%

貨客車

3%

バス

11%

乗用車

7%

軽乗用車

2%


image14.png
(HRHRERBB)

120
100
80
60
40

20

98 100 101 g9 101 101 101 100 99 99 og

I 2 1

H 80

98| [10 99| |99| fo1 od hod |99| |99 |98
21

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 I

R S|




image15.png
0.090

0.080

0.070

0.060

0.050

0.040

0.030

(mg/m?)

. . IR
BONVIEIEEIC. BEEEEEEE T S TTREMN 2B

L) F (R

=R % (— )
=R B R

0,047 ~— RIS R

0.054 0-05 " '

0.088N\"57047 0.042 8 +EBF

=R (—AR)

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1




image16.png
(ton) [EE3=ES

1000 o 0/ EYEYR
900 u AEEYR
800 720
700 H330 670
600 290
500 {120 290
400
300 100
200 B
100

0

Fht21 22 23 b2 25 26 27 28 29 30 27 ©f02
(B EB®




image17.png
TREYE
25%




image18.png
(ppm)

0.070

0.065

0.060

0.055

0.050

0.045

0.040

0.035

0.030

o

— AEZTARREESR
ORKEIBRATLER
X KABELER

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1





image19.png
SIHLEE

THR6EE

THIOEE

ERO YL . o ow
waa sl |BUBHETD o lenisy gp [BUBHTO o0 Lo i g |BAEHFD 0
HEH S | Lo say T6 |BUSH S8 (G5 L. A6 BHSH A | (G250 6
il 496 16% 4 08% 582 13% 19 33% 489 14% 289 591%
FERT 1489 47% 22 15%| 1658 38% 56 34% 1,707 50% 1080 633%
FERAT G 5P 23222 728% - - 81824 73.4% - -| 22946 67.0% - -
KERAT 2850 308 09% 15 50% 415 1.0% 30 72%| 1234 36% 920 748%
=3:4C 2642 83% 11 04% 3246 75% 28 09%| 2515 73% 514 204%
=RE 961  3.0% 24 25% 1597 37% 107 67% 1848 54% 1286 696%
AL 727 23% 5 07% 1114 26% 46 41%| 1223 36% 843 689%
Z DD i (41 FRER) 2149 B7% 15 07% 2911 B.7% 46 16%| 2282 67% 981 430%
&3t 31989 100% 95 0.3%| 43347 100% 332 0.8%| 34244 100% 5913 17.3%
EERSE | 24521 770% 19 01%| 31713 732% 89 03%| 24008 701% 3422 143%
PR ;

BRASGE | 7368 230% 77 1.0%| 11634 268% 243 21%| 10236 299% 2,491 243%

ez
mg@g@gg?;ﬁm 6315 19.7% 66 10% 8197 189% 256 31%| 7782 22.7% 4012 516%

WH. RE RE EE F





image20.png
25%

20%

15%

FEREE
§

K

H10 H20 H2L H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Rl
e 17% 11% 2.3% 17% 1.5% 1.1% 0.8% 0.8% 0.7% 0.6% 0.4% 0.4% 0.3%

-®--EEA 14% 85% 1.3% 1.0% 0.9% 0.6% 0.4% 0.3% 0.2% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1%
k- BRA 24% 17% 4.8% 3.5% 3.5% 2.5% 2.0% 2.0% 1.9% 1.8% 1.1% 11% 1.0%

0%




image21.png
T RER(E)

20

16

1

12

10

——TEEYE e REYE

17581771
s

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1




image22.png
St FHT D 7 R LEEY 518 At
SRR () 87.5% 93.1% 96.2% 94.2% 90.34 93.6
HER ) 67.9% 70.94| 81.0% 73.34) 73.34) 75.24]
FER() 86.9% 94.6% 91.8% 92.5% 90.24 91. 1
FERUH 59.5% 7724 7384 7074 72.54] 71. 14
ERA () 92.5% 95.3% 94.2% 89.7% 88.0% 92.24
BRI 20.4% 65.5% 67.2% 57.9% 69.44 61.34
HFR () 92.8% 95.9% 95.6% 94.5% 93.5 94. 6
HFNR ) 71. 1% 84.8% 7924 65.9% 74. 14 74. 14
EHR () 96.3% 98.5% 98.4% 96.5% 94. 64 97.24
EHR ) 69.9% 67.8% 71.94) 64.7% 62.9% 63. 44
=BAM) 93.7% 97.7% 98.8% 97.3% 95. 44 97.34
=ZBRUH 73.34) 76- 04| 75. 84| 71 14 78 24] 74. 14
KBERF () 93.1% 98.3% 98.2% 94.6% 95.84 96.34
KBERF (1) 64.8% 8324 74.34) 63.2% 75- 84 71. 84
SRR () 95.9% 99.3% 98.3% 97.0% 96.5% 97.34

71.74) 81.4% 73.04) 69.7% 77.34) 72. 84

2@ 7494 80.7% 82.6% 7774 82.24 80.0%





image23.png
aAYS

30% B
e TREEY
20% -
e BiE
10%
0%

H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30




image24.png
90%

70%

30%

20%

10%

0%

—— /32
—— RIS
= TEEY
T

o B3

H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30




image25.png
eI
—— FRFHT
—eATFHE
—a— SN
—— Uy

o EaEE

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1




image26.png
) CHRANEIRE
2.3%0 ot EE
15,400 i e
20,000 181057 630 IR ST
15'50014 390 14,420
15,000 H H H H 0 o0 2
{5,914 12,28012.550 13 990 1122
{5,074 10,530 i
10,000 H el 0 H 1M H
19015, 0191s,
809141, 11¢ o5
s 1 I

2,190 b,0sql |1,97q 1,790] 1,93 1,85 |, 5
190] [110 | [ 00 | [80 ] [70 | [[60 | [50

H19 H20 H2l H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H27  R2(H32)
em B B’




image27.png
)

2,000 e oEr L
arE - TaE
1580 i L
1,500
1210
900
1,000 —
10| [%(] 70 720 g 720 670
640 600 530 sp0
520
480 (450 720| | 670
70 || 70
0l o
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H27 R2(H32)

[EONER)




image28.png
H20 | W21 | W22 | W23 | W24 | W25 | W26 | W27 | W28 | W29 | W30 | RI

wEOH 8| 84] 45 48] B4 97 84 53 108 73 53 44] 749
T | 1,027) 6,132] 5,356( 4,402 4,562| 6,264] 6,707 7,888] 4,792 6,672) 7,056| 7,521 63,469
IFEEEH 41] z60] 120 114 100]  14g] 60| 53| 21 53| 15 5| 991
>5EEA - - - - - - o a2 17 17 [ 1 83)
>5aFm - - - - - - - 11 4 35| 9 7| 67}

spmaws| 404 4.2% .24 z.58) 2.2%] 2.3% 0.00%] 0.674) 0.44%) 0.79%) 0.21%] 0.11%] 1454
>5EEA - - - - - - 0.53%| 0.35%| 0.25%] 0.09% 0.01%] 0.12%
>5aFMA - - - - - - 0.14%]0.08%| 0.54%| 0.13%| 0.09%| 0.10%]





image29.png
XA

H®A

Nz

HE

Nz

HE

SHUAEE (AFD)

BTH

7S

7S 2R S

TEIFE (AFD)

BTH

H7EHE

SvFFE-IFA

Fowry

7S 2R S

TR9FE (BFD)

17

30

BTH

19

H7EHE

Fowrtey

S IS

N ABEEE

13

NAH—ITFN

BEEE

T - ExB

TRBEE (BFD)

17

BTH

7S

Fowrt-y

7S 2R S

16

TERTEE (BFD)

42

BTH

H7EHE

FPIwrE-IFN

Fowrt-y

N ABEEE

37]

NAH—-IFN

BEEE





image30.png
TR TR s g
FRIEE el el T
TG TR e T
TR T
i BT
T oy e
T R it e
O T Et
sse B B
wasen [ T i e
T v
T
aonEE R ot
T i e
FHsEE o, e
HREE F it 14~ 169EHRR] F Rt 17 AR [ Fss21~ 28l

fronsis [ty R | GRXHRRIRASD

0% 0% 20%  30%  40%  S0%  60%  70%  80%  S0%  100%




image31.png
#5E/FR |92 | H19 | H20 | H2l | H22 | H23 | H24 | H25 | H26 | H27 | H28 | H29 | H30 | R1

B i1s| 11s| 2.3%| 17%| 15%] 11%| 08%] 08%] 0.7%| 0.6%] 04%] 0.4%] 0.3%

KGR |EHM | 14%) 85K 1.3% 106 0.9% 0.6%) 048 0.3% 026 0.1% 0.2%) 0.5 0.5
BFA | oe| 11a| a8s| asu| a5e| 208 208 208 195] 188] 18] 1] 10y

R

R
BFA | 1os] 7es| 7as| Tas| sen| sae] 4o eos] aas| 29n] 28] 2] 1y
21k 1an| 126] 95| o.in| T0x| 55k 486| 35| 278) 208 178 178] 248
BES (FHEM | 1% 106 B2 6| 628 41%) 348 27K 166 LIK| 1.0%) 105 0.6%)
BFA | 1ow| 15k 135 1as] 1os] 11s] 10k 69n] 6an| a5u| 38 a.6x 59y
21k 205 16x| 12n] 10%] 8.5k 6.6%| 57w 4.48| 3.n| 2.4n 228] 2.3%] 1.0
IR |EHA | 166 136 105 86K 674 4.5%) 395 305 176 16K 1.5% L% 0.5%

BA | 2mi| 225 18| 1% 135 126 105 8.0 685 445 404 5.5 2.6%)

21k 1on| 165 136 12n] s.0%| ean| 5.3u| 49u s.6n| 27%| 2.4 20m] 158
Ba0R  |EHM | 176 46| 1% 9.06| 5% 4.9%) 3.5 22K 206 10K 1I%) 095 0.4
BFA | oe| 2is| 19| 17| 1as] 1ow] 1| s9n| sos| esn| sas] 49 sy
21k 15| 26x| 2om| 20| 15k 10%| 88w 8.1s| 5.9%| 55w 7| 3.8%] 3.28)

445 3% a2 aan[ ove[ 2an[ 218 19w 1an[ 14 1ex[ 1] 11w





image32.png
IR
07 SRSl
Y S

o
Nes

2
o, AN
“‘ ﬁ""’“’a‘ 4
PR





image33.png
Al

5%,
S
LY





image34.png




image35.png
FYN-TL-MEAEERRIEE) BEIRIR (H30 5 EH)
[RoER e w| BREBED | anancrn | BRAHED
AbEsE 10| (0.03%) 0.0% 191 56%
i 5| (0.02%)] 20.0%) 34 674
EFR 5| (0.02%)] 0.0% 37 73%
ERR 8| (0.03%)] 0.0% 58 79%
HER 2| (0.01%)] 0.0% 21 80%
[ 12| (0.04%) 0.0% 24 76%
BER 27| (0.08%)] 3.7% 55 T6%)
FoR 35| (0.11%)] 0.0% 89 69%
HRE 15| (0.05%) 0.0% 55 714
HER 26| (0.08%)] 0.0% 56 74%
FEFHIIT) 90| (0.28%)] 0.0% 124 94%)
F A 7| (0.02%)] 0.0% 73%
FRRCIFRIGEAD 33| (0.10%)] 0.0% . 92%|
F A 14| (0.04%) 0.0% T14%)
FRH G ) 48|  (0.15%)] 0.0% 125 90%
R IR 0] (0.00%)] - 58%
R SR 66] (0.21%)] 0.0% 10 94%)
R SR 0] (0.00%)] - 6%
L 42| (0.13%) 0.0%) 50 814
34| (0.11%) 0.0%) 26 764
68| (0.21%) 154 23 774
92| (0.29%) .14 18 754
7] (0.02%) 0.0%) 18 68%)
23| (0.07%) 0.0%) 4 694
112] (0.35%) 0.0%) 50 724
72| (0.23%) 0.0%) 81 794
BB G R 200) (0.63%) 0.0% 1as 96%)
iR G R 14| (0.04%) 0.0% 65%)
EBRGIRME 68| (0.21%)] 0.0% " 7Y
BR ORI 228) (0.71%) 2.2% 714
BER 496) (1.55%) 0.8% 27 73|
RERF 1489| (4.65%) 1.5%) 34 824
KERJF Gt S ) 23222| (72.59%) 0.0% 121 95%)
P A 7] 303) (0.95%) 5.0% 684%)
SER IR 2214| (6.92%) 0.0% 5 97%)
ABRGIRE 428) (1.34%) 2.6% 70|
FER 961) (3.00%) 2.5% 20 75%
LR T27) (2.27% 0.7% 16 74%
BAE 32| (0.10%)] 0.0% 11 5%
SR 13| (0.04%) 0.0% 13 T4%)
I 200) (0.63%) 1.0%) 44 73%
EBR 123 (0.38%)] 0.8% 50 78%
=l 1] (0.03%) 9.1%) 25 784
‘BER 44| (0.14%)] 0.0% 15 644
EINR 94| (0.29%)] 0.0% 21 T14%)
BIER 56| (0.18%)] 1.8%) 2 69%
IR 24| (0.08%)] 0.0% 13 624
BEE 72| (0.23%)] 1.4%) 94 73|
EER 16| (0.05%) 0.0% 18 714
FiER 17| (0.05%) 0.0% 19 674
KRR 15| (0.05%) 0.0% 36 66%)
RAR 31| (0.10%)] 0.0% 23 8%
21| (0.07%) 0.0%) 27 60%
18] (0.05%) 0.0%) 37 614
o] (0.00%) | 28 574
31989| (100.0%)| 96 & 0.3%) 2378 784
24621  7TT.04| 19K 0.1%) 925 924
7368)  23.0% 77T & L0Y 1454 694
6315 1974 66 &  1.0% 173 814
) BREBTOWTE, ERAAOR BRI (B BFHER B BETHD.
) FIRETF L - T L - MK RORIEE R BARA R EN RS 2ET5) LD RIRFF (R

¢
% Tl - NAERER(RIEE) KO M Ry
BEFIR(HI0EEF) & EFER O HEBEOSE 5L B4 ES

iz EBEOERERAORA SR A TR





image36.png
EEREE (580

| HzEnseETTaE 2END |
O A HMIRE R4 F L THREBEOBITETIH( 40015)

H O MBS ESOHI(§ 40015)

OBEHDHERMT
(8 40D 17— § 400016)
- RUIBEORBEFDNEK

(§ 116Q)
P L ERICHL SO oS
memimT T A Fe g A L i e (8 115)
j"%é —BERL B LS LTS ED e R eo B R S s 1160
= o
BT RS 120D

1 BEsREEE(IEAD |

O X SRR ERFEDS XA HIRANO P C EYEEE o) E CZ5t
U CIBRSY 238 RIS SRt SRFTE CH A ZUI- et B SE 33
(8 40D 14D — § 400014Q)

O ﬁi%(l RO EWE D FRE kHB

O 58S H O FEFE kDT Va1 El T
(8 40020 § 400018)

O S A
o sy o= E S PR EC(IMESRS(S 40021
BLEOSE A I e T sz o EZ SRRRIH TR BRI 1
FoT EheEhicEMERZ RO AR ERERIE SR L . ing $ReE (8 40000
: Tt ’ S i 2 B LR BN E 1200
— OB RO RS I EDERE T
B (TR (3 0013 H0149) PO yral BREEL CLsL B e
Tew——— e E L (% 40023, § 0010) (2 40025 § 40021)
T

HEEBHEDREEERVEEEE (REHS)

OB AE L EEEITHL . ishtthide St X
FHithe T ST OBSEO FE O FRIEE

S=

BEEFEERTYH—)OFT

(8 400024 — § 400>20)

‘ CESEA DT D =T EFE 400160





image37.png
Frir ] o
BER TR KA, BN BN =T AR SERO—E < [BATHE]

- EYEXEOKD L TL ik
- KEBRBIULEEOREOR KNS TIIBRBEEDORRHEM 510

ERAREAAHORE

WERAHIBOI-H DR [RAKEAEEFRL.
OEBEHHERBILY HT RDHOLRMALAS S, LRMBHEORE “'“‘D*i’
Ot 2.4 003 F (HLFEAH) ERARHEORE

OFREIHT HMBEORNE [FHE]

ERARR | <— [HENEE]

[ REBRORRAHEHEADHOME <L L THISE L VR
L EORBEIE LHREHEN-RET S ENBBETHIME

WEBFERAR BERR | € [REAEI EE]
OB B EHHHERMIEY - HF: B TEAMEIED S 5, FABNE

O! [0} A R ERAT DT LADERIBE

F
©

€ [EBHARTHEE]
HEBROADOBET, TOBEAIZEAOAROHE
EHT HEVEAUEEBRA B LRERAL T Db
li(gkﬁi‘tﬁ
EEE T LRBOEE

&
S
E
1=
£
3
&
m
:¢]
bof
®





image38.png
F19F5H BHEENOx-PMED—Hik

[HEDHE]
(1) B ERxE

» MBS REBEAICE R KRR EEL RAMTHEZRET HILISLY. BitE
FREOERM. ERMLTREED LN TESLEAERIR.

» B EMRACH AR ARELELSEIRMEHRT S IHL. REEESFORE
HEEH O,

(2) RAERE

» ERAEBRAICSVN T RAESRERET SN RRTMREREL, UFBRA
~DFAEEL-LOL TN S ADMEZEREL T, BB 0EXE (LD ERTERE
ERI A EAIR.

» BDEND, BEBRAE{TTSENELEATIERE IS ERRIEMFOHHD
W< S EDERCEMMEREERB T,

» BN D, R EENNETI A NEEERT SR RERUCOLILEREICH
EETOEIBEE (FD)IHL. ERBMIEDFOHHEOMFIRIZHEBRB T,





image39.png
BEARRER
\

5
5

)

s ﬁ | ~ A
Pk 2 -
od LB | o f i
(o £
Py i | eem
b & 3. D \ N
,?5!4 mmnrEREs | /]
(P =
wnxER | ok P
| |pEEREREA
RS n m
& IR
A ( _,





image40.png
v

rmmEEA [

FRETERAIRE R

LAFSLIMEER

REXER

TR E M




image41.png




image42.png
ARABITERESR

EBRTEXRER MmeEIRER
1
T
7/
20
a2 / iy
[ Z
i 4 %,
H / % £
v o
& ! } J
& = 4,
7 \ Zn
- L] 3 4/;/ %2
u1
=D
N\

| msmEoTEEREA





image43.png
FRAEE | FR2EE | FHOEE | FRAFE | FROEE | FR2GEE | FH2IEE | FRBEE | FHOFE | FH0EE | HITEE | 20155/E | 200E[E
(200B2FfE) | (O106FFE) | (20114FFE) | (20125 ) | (2013%FfE) | (COM4ERE) | (O155ME) | (201657E) | (20175 ) | (0185 ) | (0105 | (FRABE | (BEFEE)
B 316 516 1,006 1715 2260 2800 2967 3628 4581 5321 6002 6900 30600
2l |C [ [ 123 706 1120 1645 2140 2708 4328 5007 5645 4700 21,700
= b 1 1 3 3 3 8 22 87 120 128 136 -
g‘ MIYoNEEE 50534 76141 11846 | 156673 | 211721 261226 |  313858|  oamaas|  4sa2|  4e0znt 522926 w6m | 17440
& ERI2E8E 5,380 5228 4204 4,696 4134 3729 3338 2825 2333 1938 1589, 9600 12100
- MWUF LN 164 615 1070 3459 7738 13,002 20962 29285 36226 46545 54,650 9600 37200
ALy VEHE o 1 1 1 1 1 1 1 o o o - -
ABERRE 121677 s3]  aoten|  amepos|  a7epen|  soason|  eoodss|  eoeevd |  eerame| 1ces2is| 1043t 560200 | 1,519,000
TIh-Ef 178,078 310523 420426 556,067 706840 837,009 1,083,772 1216556 | 1392398 | 1563516 1,711,399 1,795,000
FEEEHCWERO 3465932 3450845  3456060)  3466879|  3487643| 3404067) 3501682)  3515117| 3507548 3542628  3547421| 3518000 | 3502500
IM-BARE %) %) 125) 16%) 20%) 24%) 30%) %) 38| 4% 48 20%) 51%
(ZEVBAZ) oot ocey| 004 007y 0108 0134 015%| o016 0268 030 033 03| 1.49%|
(EFEEAER) %) 2%) 3% 5% %) %) 9% 1% 125) 14% 15% 033%| 1 49%)
CRENBBEBAE) 2| 2% 3% 5% i 8% 10%) 125 135) 15% 174 4% 8





image44.emf
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

天然ガススタンド（箇所） 43 41 38 36 36 34 32 30

水素ステーション（箇所） 2 2 2 4 7 7 7 8

200V充電設備（基） 322 397 443 883 9601,0651,0771,041

急速充電設備（基） 60 74 127 180 190 207 235 243


image45.png
HREZIEE Q17FE





image46.png
BEEYE

53%





image47.png
BRI -FEEAX TIRIBEEIRZMO B
oREAX FEERO THRIBEEIRZMO B
SREO-FEEAX THRIBEEIRZNO B
ORISEESN (REIO 18I0 O





image48.png
(2) BEEH G 2BER

R
20
17 17 " 17 "
Y omw o m
0
15 e e
B S
10
w
7
ol ]|
5
.
ol

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 (R




image49.png
(D —RREATA

=

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 (&)




image50.emf

image51.png
B (ug/m3)

2E AP

PE-EE bl ]

HL&iE - 3L

159

;

Hinloel 3ol Mol 35 o

Mol 3ol Wnloe] 32 ol

Moo s el Mol 3ol

Mool 32 o

|:| 0t

[ sk
HE
E

] #msremm

I PHATAR

2 FRL30 FEOHIE - FHEOTHRERIFSEE OFF)




image52.png
1. BN RMEICET AARRREORR (E) (FR29EE)

140 1088 G50 2000
nBE LS54T 1,800
B AR
= S E ST REES 1800 e
100 [ e =
& g
¥ g0 L =@z
3 =iE
"ol RSB
p =EELE
& iR
40 [----- [ - - - - - - SE % (23%H)
= KER. SR
2 BEE
=B AR
BEHRRE

0 0
PM, 5 (—RHLF) D FETR BB & (20154 ) NOxD SR HEt & (20156 )

XAMBEHE L. ARSI —2avISERTES LS. BRBOKRE R HBEO—8%F. BAEEUI I LOHEELEFAT
W, BE. RN ERBBADF IR LTINS, SHEENTOMRERLBRLIEITIENBE,
202041 A 1D %55 B 540 (MARPOLE#Y) IS SEMM P DB B A RED LRISBIT SMHABIESh TS,

20154 ED— RHFELTOPM, DR BHBX11B6FL, D55, BBEHHARNSDH
HIF1FR,

NOXIZDWTIE, BEHHB1T1BRY, 2055, BHEHEARN OB G405

(HH: ERIEEPM, FFEA RN RURERI O V7ML R R Rt B e & (2019538)) 5





image53.png
20]5&&0) alﬁ?-&l,‘(ﬂ)PM”U)ﬂiﬁfﬂig(Il1756:FI~J\ ;0)')5 E?Ji#ﬂihxb‘bﬂ)ﬁ
HIZ1HBR
NOXIZDWTIE, MBHHEBX 1715 S055 . BBEHHARN L OB HIE40T





image54.png
EMEFHIREMERRRUM M TFRDESERERS
(HHITTEL0A BifE) DEHEER

. HHTF0A . BEHEHHIREMZELRUMMFRDES
EMZESNARTHRESN, SEHOM/NITRYE R HIZBIL
TEEINT=,

© TORR.THIMFRIE (PM, ) ORBEEZRRKR). TRE
BESHEEOME ) [ChETOMMITFRYEIER K IZ
WEZ. UTORAMLEAHNLFEINT,

- EE‘JEE(T’G&Q EEFERLED. REMTIMENBLET
%o

- BBIEICETHPM, JER RIS OV TIE RIEHIGREZS
HROBBEHHAREMZERTITI>LOO. BITOBHEXES
BIERFMNRELSNTEY, BRATHAMOBERA LD, KM
FTEESNTOSPMHFR (PN RFIEFEATHIENEL T
Hb.




image1.png




image2.png
NOx
S49
S52
S54
S58
S63-H2
H6
HO-H11
H15-H16
H17
H21
H28-H30

— 33

C— |

_— 14

- 5 [0.7g/kWh]
= 3 [0.4g/kWh]

B49EDEZE100£T D

H9-H11

H15-H16

H17

H21

I

I s
|

| 110.010g/kWh]

FREFNIEE100£T S





